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1巻頭言

巻 頭 言

免震部材は交換できなければならない。そんな当

然のことが少し忘れかけられてはいないかと思うこ

とがあった。十年以上も前の話になるが、免震建築

物の許認可がまだ建設大臣の個別認定であった頃、

免震部材の交換方法は評定の審査の対象であった。

免震層への免震部材の出し入れのルートやハッチの

位置、アイソレータ交換のための、建物のジャッキ

アップ方法や構造的対処法など、個々の建物ごとに

検討・設計をし、評定の場で審査を受けていた。

これがあまり詳細に検討されなくなったきっかけ

は、免震レトロフィット技術の発展にある。免震レ

トロフィット工事では、免震化などまったく考慮さ

れていない普通の耐震建物に、柱の切断あるいは基

礎下の掘削などを行って免震層を構築する、そこに

新たに免震部材を搬入、設置して免震化するわけで

ある。この際に使われる、躯体の切断や仮受け、免

震部材の搬入、設置等の技術を、既存の免震建物に

適用すれば、免震部材の交換ができないわけがない、

したがって免震建物の設計時にそれほど詳細に免震

部材の交換方法を検討しておく必要はないという論

理である。免震レトロフィットの登場以来、免震建

物の設計において免震部材の交換方法の検討は優先

度の低いものになり、詳細に検討されないようにな

っていった。

免震部材の交換は、現在では平成12年建告第2009

号の耐久性等関係規定にある「必要に応じて免震材

料の交換を行うことができる構造とすること」いう

一文で規定、要求されているのみである。

東日本大震災後の免震建物の調査などで、免震部

材の吸収エネルギーと耐久性に関して議論をしてい

て、免震部材はもともと交換可能なものであるから

という話題になると、そういえばそうでしたねとい

う反応をされることがある。冒頭に述べた、忘れか

けていないかという印象をもった次第である。

技術の普及とともに忘れてしまったこと

古橋　剛日本大学　教授

それではなぜ、初期の免震建築物では免震部材

の交換可能性にそれほど慎重に配慮したのであろ

うか。ひとつには、免震構造、免震部材の歴史が

浅かったことがあげられよう。まだ歴史のない免

震部材の上に建物をのせるわけで、劣化の促進試

験などを行って耐久性をいくら確認していても、

何かしらまだ分からない理由で、特性の変動や、

劣化が生じるかも知れない。そうした万一の事故

に備えて免震部材の交換方法が準備される必要が

あるというのがひとつの理由であったと考えられ

る。ただし、筆者は免震部材の交換可能性にこだ

わった理由はそれだけではないと考えている。す

なわち、免震構造のよって立つ原理から免震部材

が交換可能であることが必要とされると考えてい

る。免震建築物は、その対地震性能を、ひとえに

免震層とそこに設置される免震部材に頼っている。

地震で建物に入力されるエネルギーのほぼ全量を、

免震層に集中させて消費させる構造である。意図

的に対地震性能の源泉を一カ所に集中させている

わけである。免震部が機能しなければ対地震性能

は発揮され得ない。そうすると対地震性能をもつ

建物として成立するためには、定期的な、また地

震後の免震層、免震部材の点検は当然であり、地

震を受けた後は吸収エネルギーによる免震部材の

耐久性の検討がなされねばならない。また、ある

限度を超えたならば交換も視野に入れることが当

然の論理的の結論となると考える。つまり、免震

構造を採用したならば、免震部材の点検、交換可

能性は当然の要求である。

また、初期の中間階免震建物は免震層の行き過

ぎに対する、何かしらフェールセーフが求められ

ていた時期があったと記憶している。これも、免

震建築物の対地震性能が免震層だけに頼っている

原理から出発すると、ごく当然の帰結、要求のよ
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うに思える。しかしながら、現在、フェールセーフ

機構を明示的に設置した免震建物はほとんどない。

その間には、過大な入力に対する検討や、十分な余

裕の設定、躯体の衝突の検討、万一の場合のアイソ

レータのハードニングや、復元力の喪失にもシステ

ムの安全性は損なわれないなどの種々の検討で、

個々の設計がフェールセーフ的要素、余裕をもって

いるとの議論があって、現在の、フェールセーフを

明示的にはもたない設計へと推移してきた経緯があ

るのではないだろうか。そうした、配慮や検討を忘

れて、できあがった現在の形だけを見てはいけない

気がする。

法や告示が整備され、規定ができると、免震建築

物も普通の建物の一種になってしまった。告示に定

められた地震動に対する応答がクライテリアに収ま

ることを確認し、告示の規定を守ることだけで免震

建物を構造設計したことになるのであろうか。何か

いろいろなことを忘れてきてはいないだろうか。あ

るいは、忘れてきているのは年配者であり、若い設

計者にはそうしたことが最初から思いも付かないよ

うな実務環境になってはいないだろうか。

点検、交換に関していえば、制振構造の制振部材

にも同様な議論があてはまると考えている。従来の

耐震構造は地震によって建物に入力されるエネルギ

ーを建物各所に分散して配置された主として梁、と

きには壁や柱で消費する構造である。これに対して、

制振構造は地震で入力されるエネルギーを建物の一

部に配置した制振部材に人為的に集中させて消費さ

せることで、交換が著しく困難な建物構造体でのエ

ネルギー消費を抑える構造と見なすことができる。

制振部材に意図的にエネルギーを集中して消費させ

るのであるから、地震後にはその吸収エネルギーの

検討、耐久性の点検や、場合によっては交換可能性

なども視野に入れて置くことが、当然の論理的帰結

と思われる。しかしながら、実際には点検不可能な

建物も多い。制振建物も初期の頃は、制振部材の点

検ができた気がするのだが、やはり免震建物の場合

と同様に、種々の検討の積み重ねがあって、点検が

できなくても十分余裕があるという設計が存在し、

その結果だけが広まってしまったのではないだろう

か。繰り返しになるが、交換不可能な構造部材での

エネルギー吸収を避け、制振部材でエネルギーを吸

収させるのだと考えれば、制振部材には、「交換可

能な」という修飾語がつくことは当然である。何か

忘れてしまったのではないかの一例である

どんな技術であれ、先駆者は細心の注意・配慮の

うえに実行するのであるが、跡を継ぐものはその熟

慮の中身を忘れて、結果だけを真似しがちである。

技術の進歩、発展、普及にはそのような側面がある

ことは否めない。規則やルールが決まり出せば、今

の形があるには、深い議論があってのことと思い付

かないことも増えていくのだろう。

免震構造に話をもどす。免震構造の現在の設計に

は免震部材の取り替え可能性だけでなく、いくつか

の議論が忘れかけられていないであろうか。例えば、

以下のようなことが深く考えられた結果として現在

の設計があることが、十分な理解がされた上で設計

されているのであろうか。

・免震構造の上部構造は極稀な地震動に対しても、

余裕をもって弾性的な挙動をするように設計され

なければならない。

・免震構造の上部構造は短周期であるべきである。

・免震構造のクリアランスは極稀な地震動に対する

応答に余裕が必要である。

・免震構造では免震部材の特性変動を明示的に考慮

した設計が必要である。

・免震構造では極稀な地震動を超える入力に対する

余裕の検討を行う必要がある。

などである。いかがであろうか。忘れかけてしまっ

たことはないであろうか。あるいは、思い付かない

ことはないであろうか。天災は忘れたころにやって

くるではないが、事故は忘れたところにやってくる、

自戒の念も込めて、そんなことがないようにしたい

ものである。

巻 頭 言
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3免震建築紹介

1 はじめに
「赤レンガ駅舎」として、広く親しまれている東京

駅丸の内駅舎は、わが国の近代建築の祖、辰野金吾

の設計により大正3年（1914年）に竣工した。昭和20

年（1945年）の東京大空襲により屋根や内装を焼失し、

戦後すぐに復興されたが、創建当時の姿ではなく、

ドーム屋根は八角形に、切妻部は2階建とする応急

復旧で、大きくその姿を変えた。

また、東京駅は日本の鉄道の中央駅であり、鉄道

ネットワークの中心であるとともに、東京の中央停

車場として、人々と共に歴史を刻んできたわが国の

明治・大正を代表する歴史的建造物であると言える。

そして、鉄道史上重要な建築物であるとともに、近

代建築としての文化的価値が認められ平成15年

（2003年）には重要文化財に指定された。

しかしながら、将来的には構造的な補強等が必要と

なることもあり、そのあり方について検討がされてき

たが、現在、進められている「東京駅周辺の再生整備」

における開発もあいまって、創建当時の姿に保存・復

原することとなった。

（1）丸の内駅舎の歴史

明治22年（1889年）に東京府知事より告示され東

京市区改正計画において、新橋・上野両停車場を結

ぶ市内貫通高架線の建設が定められ、翌年、東京市

中央に停車場を設置する旨の訓令が出された。

設計は当初逓信省工務顧問として雇われていたド

免 震 建 築 紹 介

東京駅丸ノ内本屋（保存・復原）の
免震構造について

図1.2 丸の内駅舎保存・復原　概念図

写真1.1 丸の内駅舎創建時写真 写真：鉄道文化財団提供

鎌田　泰裕
東日本旅客鉄道

鈴木　勇
同

田原　幸夫
ジェイアール東日本建築設計事務所

蓮田　常雄
東京建築研究所
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イツ人F．バルツァーによって進められていた。し

かし、その外観は西洋風煉瓦建築の上に瓦葺の屋根

を載せ、出入口上には唐破風を載せるなど和洋折衷

であり、「ステーションのごときは、外国式がよい」

という明治天皇の意向で却下されたとされている。

そこで、辰野金吾（辰野葛西事務所）が設計を担当

することとなる。一時は、予算や機能の見直しによ

り規模が縮小されたが、日露戦争に勝った後、当時

の鉄道院総裁・後藤新平の「大国ロシアを負かした日

本にふさわしい、世界があっと驚くような駅を」と

いう要望により、3階建ての大規模な駅になった。

工事は、明治41年（1908年）に着工し、大正3年

（1914年）に竣工した。

大正12年（1923年）9月1日に関東大震災が起こり、

周辺の建物等には甚大な被害が生じたが、丸の内駅

舎には特に被害はなかった。しかし、昭和20年

（1945年）5月25日、空襲による火災で屋根や内装が

焼失し、その後復旧工事が行われ、昭和22年（1947

年）3月に完了した。その後解体されること無く保

存・復原工事着工前までその姿を留めていた。

（2）保存・復原の背景・経緯

丸の内駅舎の改良計画については、昭和30年代以

降、建替えて高層化する案など様々な検討がされて

きた。そのような経緯のなか、具体的に保存・復原

へ向けて動き出したのは、平成11年（1999年）に東京

都と当社で協議が行われ、東京の都心再生に向け創

建当時の姿に復原することで基本認識が一致した。

その後、「東京駅周辺の再生整備に関する研究委

員会（委員長：伊藤滋早稲田大学教授）」が開催され、

丸の内駅舎の保存・復原の方針および駅前広場整備

に関する提言がなされた。この委員会の提言を受け、

法整備など周辺環境が整ったことから、平成14年

（2002年）に東京都と当社が一致協力して事業の推進

を図ることで両者合意した。

（3）保存・復原の意義と目的

当社では、丸の内駅舎の歴史的価値の高さを認識

した上で創建当時の姿に保存・復原し、歴史的建造

物という文化的資産を未来に継承すること、また、

首都東京の「顔」に相応しい「東京駅周辺の再生整備」

のシンボルとして風格のある都市空間の形成に寄与

することを保存・復原の目的としている。

また、財源については、平成12年（2000年）の都

市計画法・建築基準法の改正により特例容積率適用

区域制度（現特例容積率適用地区制度）が創設され、

一定の条件を満たす敷地の未利用容積を、一定の地

域内で他の敷地に移転して活用することが可能とな

ったことから、丸の内駅舎の未利用容積を活用する

こととなった。

（4）保存・復原の概要

丸の内駅舎は、わが国近代を代表する建築であり、

皇居に正対して都市的景観軸を形成するとともに、

今もなお大勢の方が利用される現役の駅であること

から、保存・復原の目標が次のように定められた。

①風格ある都市景観の形成（外観とドーム内観の復原）

②歴史的建造物の継承（現存する部分を可能な限り

保存）

③赤レンガ駅舎の恒久的保存・活用（駅・ホテル・ギャ

ラリーとして活用）

すなわち、丸の内駅舎を現役の建物として恒久的

に利用しつつ、創建当時の姿に復原するというもの

である。この委員会の終了後、当社では学識経験者

を交えた専門委員会を設けて保存・復原に関する検

討を進め平成19年5月、東京駅丸の内駅舎保存・復

原工事に着手した。

2 建築概要
（1）一般概要

・建 築 名 称：東京駅丸ノ内本屋

・所　在　地：東京都千代田区丸の内一丁目9番1

・建　築　主：東日本旅客鉄道（株）
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写真1.3 創建時と戦災復興時のドーム内観（創建当初／現状）

図1.4 ドーム内部の保存・復原（基本方針）
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・主 要 用 途：駅施設、ホテル、美術館、駐車場

・地域・地区：商業地域、防火地域、特例容積率

適用区域

・設　　　　計：東日本旅客鉄道（株） 東京工事事

務所・東京電気システム開発工事

事務所

東京駅丸の内駅舎保存・復原設計

共同企業体（㈱ジェイアール東日

本建築設計事務所・ジェイアール

コンサルタンツ㈱）

・施　　　　工：東京駅丸の内駅舎保存・復原工事

共同企業体（鹿島・清水・鉄建共同

企業体）

（2）施設規模

・敷 地 面 積：117,324.04m2（一団地認定申請）

20,482.04m2（仮想敷地面積）

・建 築 面 積：9,819.45m2

・延 床 面 積：42,971.53m2

・階　　　　数：地下2階、地上5階

（3）構造概要

・既存上部構造：鉄骨レンガ造

・増 設 部 分：SRC造

・新設下部構造：RC造、SRC造

・免震構造（新設下部構造と既存上部構造の間に

免震層を設置、中間免震構造）

3 構造計画概要
（1）保存・復原計画

丸の内駅舎の創建時への保存・復原に当たっては、

既存レンガ壁・床組鉄骨を活用計画に支障する部分

を除き極力保存し構造体として利用することとし

た。また、戦災復旧時に撤去された3階架構や尖塔

類などの復原架構は、SRC架構やRC壁として耐力

および剛性を確保する。復原架構の耐震要素は、既

存レンガ架構に過度な負担をかけないように分散し

て配置している。既存構造物と復原架構の接合部は

力が適切に伝達されるように既存内蔵鉄骨などを有

効に利用した。

（2）免震構造の採用

3階部分を増築して創建時の姿に復原するに当た

り、保存部の既存鉄骨レンガ造を構造躯体として利

用する検討を行った。大地震時に不足する強度を補

強鉄筋コンクリート壁で補うには半分以上の壁を補

強する必要があるが、免震構造とすることにより構

造補強がほとんど不要であることから、隣接構造物

との複雑な関係があるものの（図3.1）免震構造を採

用した。免震化に当たっては、既存鉄骨レンガ造

（重要文化財部分）を仮受け杭で受け替え後に、逆打

ち工法で地下1・2階（新設部分）を建設し、その間の

免震層に免震装置を設置することとしている。法的

には、地上部は復原部分も含めて重要文化財、免震

層から下は新設扱い（建築基準法適用）とされている

が、文化財保護法において未だ耐震基準が確立され

ていないため、建物全体として建築基準法に相当す

る耐震性能の確認を行っている。また、免震改修後

には大地震時にも既存レンガ壁にはひび割れが生じ

ないことを確認している。

丸の内駅舎周辺および隣接構造物により許容され

る水平変形量に制限があるため、オイルダンパーを

多用して、免震層の変形量を抑制した免震構法を採

用している。総武函体の上床版と北口ドーム部基礎

梁の間隔（40cm高）に設置できるように、高さの低

い免震材料を開発し採用した。

（3）免震層の設計

前述のように丸の内駅舎は、隣接する中央線高架

橋との水平クリアランスが小さいという制約条件が

ある。その中で免震工法を採用した場合、免震層に

おける応答水平変形を一般的な免震システムより小

さく制御したシステムを採用する必要がある。この

ため、オイルダンパーを多用し免震層の減衰力を大

きくして、地震時の水平変形の小さいシステムとし

た。水平変形を小さく抑えることにより、建物の応

答加速度が一般的な免震システムより増大するた

5免震建築紹介

図3.1 周辺構造物との関係

003-006免震建築紹介_東日本.qxd  12.11.14 2:45 PM  ページ 5



め、免震層の変形を抑えた上で、免震システムを構

成する諸元（免震ゴムの剛性、鉛ダンパー及びオイ

ルダンパーの減衰力）のパラメトリックスタディに

より、建物の応答加速度を小さくする最適組み合わ

せの検討を行い、積層ゴムやオイルダンパーの配置

を決定した。

（4）解析モデル

長さ330mに及ぶ長大な免震構造のため、通常の

質点系解析の他にねじれ解析や多点入力解析など特

殊な解析行い、安全性を検証している。

上部構造は長辺・短辺方向とも弾性と仮定し、レ

ンガ壁構造の立体解析モデルの剛性を用いる。免震

層の復元力特性は、天然ゴム系積層ゴムはリニアー、

鉛プラグ入り積層ゴムは鉛プラグの降伏を考慮した

バイリニアー、弾性滑り支承はバイリニアー、オイ

ルダンパーは速度比例型の減衰係数として評価した。

（5）固有値解析結果

免震層を固定とした場合の1次固有周期は長辺

0.34秒、短辺0.36秒で、免震構造とした場合の極め

て稀な地震時の等価剛性による1次固有周期は長

辺、短辺ともに1.79秒である。また、極めて稀な地

震時の等価粘性減衰定数は、オイルダンパー無しで

20％、オイルダンパー込みで32％となっている。

（6）応答解析結果

質点系モデルによる応答解析結果のうち、極めて

稀な地震時の結果を示す。（図3.2、3、4）

オイルダンパーを多用することにより、免震層の

変形を12cmに抑えることが可能になった。1～4階

の応答加速度も200gal程度となり人や収容物への影

響は少ないが、鉄骨造のドーム部は最大900galの応

答となるため、ドーム天井等仕上げ材の取り付けに

は十分な配慮をしている。層間変形角も1/2000以下

であり、レンガ壁の想定ひび割れ発生変形角

（1/1500）以内となっている。

免震層の変形量は、12cm程度（一般的な免震建物

は30～50cm程度）のため、免震層レベルでの設計

クリアランスを20cmと設定しているが、それでも

丸の内駅舎の北ドーム部・南ドーム部と中央線高架

橋は干渉することになる。そこで北ドーム部につい

ては近接壁をセットバックし、南ドーム部は干渉す

る範囲を切削した。

4 おわりに
平成19年（2007）5月に着手した丸の内駅舎の保

存・復原工事は、広く国民に親しまれるような駅舎

にすることを目標に設計・施工に取組み、約5年半

の歳月を経て、平成24年（2012）10月1日に開業を迎

えた。これからの100年も首都東京の顔として、皆

様に愛される駅舎となることを願っている。
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図3.5 積層ゴムとオイルダンパー配置図

図3.4 最大応答層間変形角

長辺方向 短辺方向

図3.2 最大応答加速度

長辺方向 短辺方向

図3.3 最大応答変形

長辺方向 短辺方向
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7免震建築紹介

1 はじめに
大阪・中之島のフェスティバルホールは、大阪の

文化・芸術の発信拠点として長らく親しまれてきた

歴史と伝統のあるホールである。中之島フェスティ

バルタワー（図1）はこのフェスティバルホールを

建替え、これに商業施設とオフィスを組み合わせて

計画された高さ200mの超高層複合施設であり、中之

島における文化機能・中枢業務機能の充実と、新た

な賑わいの創出を図ることで周辺地域を活性化させ、

都市再生の推進に貢献することを目的としている。

2 建築概要
建 物 名 称：中之島フェスティバルタワー

建 築 主：株式会社朝日新聞社

設計・監理：株式会社日建設計

施 　 　 工：株式会社竹中工務店

建 築 場 所：大阪市北区中之島2丁目22

用 　 　 途：事務所、劇場、店舗等

敷 地 面 積：約8,150m2

建 築 面 積：約5,700m2

延 べ 面 積：約146,000m2

階 　 　 数：地上39階　地下3階

高 　 　 さ：約200m

基 礎 深 さ：GL-16.5m

工 　 　 期：2010年1月～2012年10月末

図2に本建物の断面構成を示す。建物としては、

ホールを含む8階以下の低層階、ホール直上9階～

12階の中間階、および13階のスカイロビーを挟ん

で14階以上の高層階、の大きく3つの部分によって

構成されている。

新ホールは低層階のうち3階から8階に据えられ

ている。旧ホールと同等の客席数最大2700席を確

保した大規模ホールであり、旧ホールの特色を継承

しつつ、高く奥行きのあるフライタワーを備えるな

ど舞台空間を大幅に拡充して最新舞台芸術の多様な

要求に応えられる仕様となっている。中間階の用途

はオフィスであり、朝日新聞社の大阪本社として使

用する。その上部、13階にはスカイロビーと称する

外部空間を存分に取り込んだ共用ロビーがあり、さ

らにその上部の高層階は主にテナントオフィスとし

て使用される計画である。外観上くびれて外部空間

が入り込んでいるように見えるスカイロビーは、高

免 震 建 築 紹 介

中之島フェスティバルタワー

阿波野　昌幸
日建設計

吉田　聡
同

岡田　健
同

図1 建物外観
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層階のオフィスにアクセスするためのエレベーター

の乗り換え階である。高層階のオフィスは、貸室効

率の高いセンターコア形式の平面計画となってお

り、建物外周部から約15mの無柱オフィス空間を確

保している。

3 構造概要
3.1 構造計画

本建物の構造計画上の最大の命題は、座席数2700

席の大ホールの上部に、センターコアの超高層オフ

ィスを積み上げることを、高い構造性能を確保しな

がら実現する、という点である。この命題を実現す

るために採用したのが、本建物の構造計画を特徴づ

けている次の2点である。

・高層階の荷重をホール外周部に伝達して、ホール

の大空間を確保するための「巨大トラス」

・ホールとオフィスとの境界に免震層を設けた「中

間層免震構造」

図3に本建物の架構断面図を示す。構造形式は、

ホールを含む低層階がSRC造、オフィスとして使用

する中間階と高層階がS造であり、低層階と中間階

の間のホール直上部に免震層を設けた中間層免震構

造を採用している。

S造の高層階（図4）はセンターコア形式の平面

計画となっており、耐震ブレースを組み込んだコア

（センターコアフレーム）に加え、1.8m間隔で128

本のH形鋼柱を並べたベアリングウォール的な外周

架構（アウトチューブフレーム）で所要剛性および

耐力を確保する計画とした。コアには地震時の応答

抑制と風揺れ対策の目的でオイルダンパーを設置し

た。また、建物頂部には建物全体の曲げ変形抑制を

目的としてハットトラスを設けた。

高層階と中間階の間の13～14階は、高さ約20m

を有する立体トラス構造、メガトラス（図5）を有

する部分である。このメガトラスで、高層階コアの

重量を外周に立つ16本の大断面CFT柱にすべて流

すことにより、低層階の無柱ホール空間を実現して

いる。関係者間で「大臣柱」と称しているこの16

本の柱には、高層階外周部の128本の柱が支持する
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図2 建物断面構成 図3 架構断面

007-011免震建築_日建設計.qxd  12.11.14 2:48 PM  ページ 8



荷重も14階に設けられたベルトトラスによって集

約されるため、13階以上の全ての重量が16本の大

臣柱で支持されるという計画となっている。

免震層は、中間階と低層階の間に設けた。本建物

の免震層は低層階のホール直上にあるため、舞台上

部のフライタワーと呼ばれる部分が2層分高い段違

い免震層となっている。

免震層以下の低層部（図6）については、ホールの

遮音性に配慮してSRC造とし、十分な量の耐震壁で

地震力に抵抗する計画とした。低層部において、大

臣柱は断面3.0m×1.5mの巨大SRC柱となっている。

3.2 設計クライテリア

本建物の耐震設計クライテリアを表1に示す。

クライテリアは免震層より上部（高層階および中

間階）、免震層、免震層より下部（低層階）に分け

て設定した。免震層より上部の高層階・中間階につ

いては、レベル2地震動時においても部材応力を短

期許容耐力以下とすること、および最大層間変形角

を1/150以下とすることとした。免震層より下部の

低層階および基礎構造については、免震効果が発揮

される部分ではないが、高層階、中間階を支持して

いる構造であることの重要性を鑑みて、レベル2地

震動時に部材応力を原則的に短期許容耐力以下とす

ることとした。

免震層の耐震設計クライテリアとしては、変形量

としてレベル2地震動時に400mm以下とした。これ

は使用しているLRBの最小径800φの安定限界変形

量に相当する。

9免震建築紹介

図4 高層基準階平面図

図5 メガトラス・ベルトトラス概要

図6 ホール階（5F）平面図

表1 耐震設計クライテリア
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4 中間層免震の設計
本建物の耐震性能目標は、大地震後も構造体の被

害を軽微とし主要機能を確保することである。低層

部がホール、高層部がオフィスという用途の違い、

それぞれの構造特性の違いを勘案し、前述の耐震設

計目標を満足する手法として、両者の間に免震層を

設ける中間層免震構造を採用した。

図7に免震層概要図、表2に免震部材の諸元一覧

を示す。免震層は低層階ホール直上部の地上44.9m

の高さにあり、建物東側の舞台上部フライタワーが

2層分高い（地上53.7m）段違い免震層となってい

る。免震部材は、鉛プラグ入り積層ゴムアイソレー

ター（LRB）およびオイルダンパーにより構成され

ている。

LRBは、ゴム外寸1500mmの角型LRBを32基使

用している。この大型LRBは、1柱あたり6000ト

ンの軸力を支持する大臣柱の直下に2基1セット

（図8）で配置されており、これらが支持している

重量は、免震層より上部の重量の95％程度になっ

ている。オイルダンパーはリリーフ荷重800kN、最

大荷重1000kNのものをX方向Y方向共12基ずつ計

24基設置した。鉛プラグとオイルダンパーの降伏

せん断力の合計は免震層上部重量の約4.5％程度で

ある。LRB、オイルダンパー共に、主要な免震部材

は大臣柱がある構面に取り合うようにし、偏心の影

響が少なくねじれが生じにくいバランスの良い配置

とした。

時刻歴応答解析による安全性の検討は、40質点の

等価せん断型立体振動モデルを用いて行った。解析

モデルの固有周期を表3に示す。検討用地震動は、

図9に示す（1）告示波、（2）観測波、（3）サイト

波の3種類10波である。

図10に解析結果の例として、レベル2地震動時の

各階層間変形角と免震層の応答変位を示す。建物の

レベル2地震動応答時の固有周期は5～6秒程度と

なるが、この周期帯が卓越する地震動として想定さ

れる南海地震、東南海地震についても、震源特性、

伝播特性および地盤特性を考慮して作成した想定地

震動によって検討を行い、安全性を確認している。

なお、免震層の水平変位クライテリアはレベル2

地震動に対して400mmであるが、免震層のクリア

ランス（仕上げ、配管等を含む）は最低650mm以

上とし、フライタワーとの段違い部については衝突

10 MENSHIN NO.78 2012.11

図7 免震層概要図

表2 免震部材諸元一覧

図8 免震装置設置状況

表3 時刻歴応答解析モデル概要
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をさけるため、クリアランスをさらに100mm大き

い750mmとして、安全性の確保に配慮した。

免震層の風荷重に対しての設計は、レベル2風荷

重に対してダンパーの降伏耐力以下となることとし

た。また、LRBの鉛ダンパーは静的な外力に対して

クリープし、暴風時の変形が大きくなることが報告

されているが、本建物では、レベル2の暴風時に対

してこのクリープの影響を考慮しても免震層の変形

は安全限界変形（400mm）を超えることはない。た

だし、万が一変形が残った場合に、免震層を貫通す

るエレベーターの運行に支障が生じる可能性がある

ため、再現期間50年程度の暴風時まではエレベー

ターが停止しないよう、暴風時には免震層の水平変

形をロックして変形量を制限する耐風シアピンを設

置している。なお、暴風以外でも、地震等のあとに

万が一残留変形が生じた場合には、変形を戻す措置

ができるように、オイルジャッキを設置する反力架

台もあらかじめ設けてある。

5 おわりに
中之島フェスティバルタワーは2012年10月末に

34か月の工事を終えて竣工した。旧フェスティバル

ホールは50年にわたり大阪の人々に愛されたホー

ルであったが、本建物も周辺地域の活性化に貢献し、

長く愛される建物になることを願っている。

11免震建築紹介

図9 検討用地震動

図10 レベル2地震動に対する時刻歴応答解析結果
（層間変形角および免震層変位）
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本建物は、1991年に竣工した地上24階の鉄骨造

事務所ビルである（図1）。基準階平面は桁行方向、

スパン方向ともに6.4mスパンで構成された51.2m×

51.2mの正方形である。以下に建物概要を示す。

建 物 規 模：S造、一部RC造

地下2階　地上24階　塔屋1階

延 面 積：74,222m2

最 高 高 さ：106.0m

用 　 　 途：事務所

3 制振改修概要
改修工事にあたっては、事務所フロアーへの影響

を減らすことを前提として制振装置の設置個所数を

少なくするため慣性質量効果を利用した新しい制振

装置（DYNAMIC SCREW）とオイルダンパーを組

み合わせた制振ユニットを低層階に集中配置するハ

イブリッド集中制振システムを適用した。制振ユニ

ットは桁行方向、スパン方向共に14基ずつの28基

を配置し、設置階はコア廻りに桁行方向で1～4階、

スパン方向で1～7階とし、スパン方向は既存のPC

耐震要素を制振ユニットに置き換えた（図2）。

4 DYNAMIC SCREWと制振ユニット
回転慣性質量効果を用いる制振装置（DYNAMIC

SCREW）は、装置の両端に生じる軸方向の直動運

動をボールねじとボールナットの組合わせで回転運

動に変換し、ボールナットに緊結された回転錘の回

転により実質量の数千倍におよぶ大きな慣性質量を

得る装置である。左端でボールナットを回転自在に

軸方向変位拘束、右端でボールねじを軸方向変位自

在に回転拘束することで、ボールねじの軸方向変位

1 はじめに
2011年3月の東北地方・太平洋沖地震では、震源

地に近い東北地方はもちろん、首都圏や遠く離れた

大阪平野でも超高層ビルはこれまでに経験のない大

きな揺れに見舞われた。構造体の損傷に関する報告

は無いものの、天井や間仕切り壁等非構造部材の被

害、家具・什器の転倒等が多く報告されている。ま

た、長時間に亘る揺れにより在館者の多くは大きな

恐怖心を抱いた。

東京港区にあるシーバンスS館では非構造部材を

含めて被害は報告されていないが、竣工から20年

余を経てバリューアップ工事が計画されたことに伴

い、発生が危惧されている巨大地震（東海・東南

海・南海3連動地震、東京湾北部直下地震、元禄関

東地震の3地震を想定）に対する耐震性能の向上を

目的として制振改修工事を行った。ここでは、本工

事に採用した新制振システムについて報告する。

2 建物概要

制 振 建 築 紹 介

「シーバンスS館」制振改修について

松井　和幸
清水建設

渡辺　泰志
同

岡田　睦
同

鷹羽　直樹
同

図1 建物外観
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xにより回転慣性モーメントIθを持つ回転錘が θ回

転し軸方向力Pが発生する（図3）。（1）式に両端の
相対加速度ẍに対する軸方向力（負担力）Pの関係
を示す。

ここで

Ld ：ボールねじのリード
D ：回転錘の直径
mr ：回転錘の実質量
md ：慣性質量

シーバンスS館で採用したDYNAMIC SCREWは、

装置の最大外径500㎜、全体重量約1200kgであるが、

回転錘、ボールナット等の回転部の実質量約600kg

に対して2500tの質量効果が得られ、質量拡大率は

4200倍となる（図4）。

また、ボールナットと回転錘の接合面に摩擦板を

設置して、過大な相対加速度入力に対する軸方向力

を抑制できるフェールセーフ機構を設けている。

本制振ユニットは、DYNAMIC SCREWと軸ばね

装置を直列に配置することで主架構とは別に付加振

動系を構成し、主架構との周期同調を図ることで最

大応答を大きく低減する効果が得られる（図5）。シ

ーバンスS館では主架構の1次周期に同調する設定

13制振建築紹介

制 振 建 築 紹 介

図2 制震ユニット配置

図3 DYNAMIC SCREWの基本構造

図4 シーバンス用のDYNAMIC SCREW

図5 制振ユニットと振動モデル概念
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とした。このため主架構の1次周期が支配的となる

長周期地震動特有の長時間継続する後揺れ時間を大

幅に短縮する効果が得られる。付加振動系を構成す

る軸バネ装置は、皿バネを直列あるいは並列に重ね

合わせて剛性調整を可能とし、圧縮・引張の両方向

に有効な装置とした。

本制振ユニットではDYNAMIC SCREWが大きな

慣性質量を持つため、風揺れ低減用に用いられる質

量比の小さなTMD等に比べ主架構に対する質量比

が大きくなり、同調周期帯のズレによる応答低減効

果の減少は小さくなる。このため　建物の設計周期

と実周期の差異による応答低減効果への影響はほと

んどないと考えられる（図6）。

また、DYNAMIC SCREWは装置両端の相対加速

度に比例する慣性力を発生し、正弦波加振時に変位

とは逆位相となるため荷重―変形関係は負勾配を持

つ（図7）。このため制振ユニットを設置した周辺架

構の応力負担が軽減され、既存の柱・梁に対する補

強は不要となる。

5 制振効果の検討結果
制振効果の検討は、原設計時に採用された地上部

を24質点とする等価せん断型モデルを基本振動モ

デルとして行い、制振装置負担力の周辺架構への影

響を検討するため併せて立体骨組モデルによる検討

も行った。

検討用地震動は、既往波3波（EL CENTRO NS、

TAFT EW、HACHINOHE NS）、告示波3波（近距離

位相、遠距離位相、ランダム位相）、および発生が

危惧される巨大地震として東海・東南海・南海3連

動地震、東京湾北部直下地震、元禄関東地震を想定

した地震動を当該敷地で評価した3波とした（図8）。

ここでは、基本振動モデルによって行った巨大地

震に対する制振効果の検討結果について示す。なお、

本建物の1次固有周期は桁行方向3.072秒、スパン

14 MENSHIN NO.78 2012.11

制 振 建 築 紹 介

図7 DYNAMIC SCREW加振実験と荷重―変形関係 図8 検討用地震動

図6 質量比による応答低減効果（1自由度系）
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方向3.023秒である。

最大応答加速度は、25～40％程度の応答低減効

果が認められ、概ね250cm/s/s以下であることから

家具・什器の転倒リスクの低減が図れるものと考え

られる（図9）。最大応答変位は、15～35％程度の

応答低減効果が認められた（図10）。また、東海・

東南海・南海3連動地震に対する建物頂部の応答変

位波形では、最大振幅の低減とともに長周期地震動

に対する超高層建物固有の揺れ幅の大きな後揺れ時

間も短縮され、改修前の最大振幅に対して振幅が

1/5に低減されるまでの時間が約1/3となった（図

11）。これは制振ユニットを主架構1次周期に同調

させている効果と考えられる。なお、最大層間変形

角および最大層せん断力は、いずれの地震動に対し

てもそれぞれ目標性能である1/100以下および保有

水平耐力以下となった。

6 おわりに
シーバンスS館制振装置の取付工事は2012年4月

～8月の5ヶ月で完了した（図12）。今後、一部の制

振装置でモニタリングを実施し地震時挙動の検証を

行う予定である。

＜参考文献＞

磯田和彦、半澤徹也、田村和夫：

慣性質量ダンパーを組み込んだ構造物への地震入力エネルギーに関する

研究、日本建築学会構造系論文集第650号、pp.751-759、2010.4
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制 振 建 築 紹 介

図9 最大応答加速度

図10 最大応答変位

図11 東海・東南海・南海3連動地震に対する建物頂部応答変位波形

図12 制振ユニット取付状況
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1 はじめに
東京都杉並区の阿佐ヶ谷に竣工した、世界で初め

て3次元免震装置を実装した建物である「知粋館」

を紹介します。

㈱構造計画研究所が阿佐ヶ谷に有する社有地を活

用して「先進的なビジネステーマ・技術の実証の場」

とする「阿佐ヶ谷プロジェクト」が2005年から始ま

り、そこで次世代構造システムの開発として3次元

免震が主要な技術テーマに設定されたことが開発の

発端とのことです。2006年から3次元免震装置の開

発に着手し、5年の開発・設計期間を経て2011年に

「知粋館」の竣工により、3次元免震を実用化されま

した。その功績により、2012年度の日本建築学会賞

と日本免震構造協会技術賞を受賞されています。

建築物概要

建　設　地：東京都杉並区阿佐谷南1丁目

建　築　主：㈱構造計画研究所

設計・監理：㈱構造計画研究所、清水建設㈱【構造】

㈱杉浦英一建築設計事務所【意匠】

㈱明野設備研究所【設備】

施工（建築）：清水建設㈱

審 査 機 関：（財）日本建築センター

主　用　途：共同住宅、ギャラリー

建 物 規 模：地上3階

建 築 面 積：259.94m2

延 床 面 積：548.78m2

最 高 高 さ：9.0m

構 造 種 別：RC造（3次元免震構造）

施 工 期 間：2009年11月～2011年2月

※次頁以降に（株）構造計画研究所のb橋部長からご

説明頂いた内容を示します。

阿佐ヶ谷プロジェクト「知粋館」

免 震 建 築 訪 問 記 ― 81

榎本 浩之
大林組

岩下 敬三
免震エンジニアリング

齊木 健司
免制震ディバイス

福田 滋夫
昭和電線デバイステクノロジー

吉井 靖典
フジタ

写真1 正面外観（「知粋館HPより」）

写真2 西面外観（2階メゾネット部）

写真3 2012 年度表彰（AIJ、JSSI）
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免震建築訪問記－ 81

2 建物概要
敷地条件から建物用途を低層集合住宅建物とし、

㈱構造計画研究所の社員寮として活用されていま

す。国交省の「超長期住宅先導的モデル事業」に採

択され、構造体の耐久性・耐震性を高めるとともに

バリアフリーや自由度の高い室内空間を実現した建

物です。

住居専用地域である周辺環境と調和した形態計画

とし、採光計画やボリュームも周辺建物に合わせた

計画とされています。また、環境負荷低減に向けて

屋内環境測定やエネルギー測定を行うとともに、居

住者もモニターとなって建物をモニタリングするこ

とで、超長期優良住宅のモデルとしてデータを蓄積

し、有効活用に向けた取り組みが行われています。

1階はロビーおよび東西方向に住戸タイプが配さ

れ、人工地盤に見立てた1階の上には2階のコモン

ガーデン（中通路）を挟んで大中小の3タイプの住

戸が並んでいます。それぞれ正面にカーテンウォー

ルを用いて、方向性の強い筒状の空間を生かした形

で計画されており、2011年度にグッドデザイン賞を

受賞した建物です。

3 構造計画概要
基準階の平面形状は、X方向2.7mおよび7.2mの3

スパン、Y方向4.5mの3スパンで構成されています。

免震方式としては基礎免震構造を採用し、3次元免

震装置は1階床梁下と基礎耐圧版の間に設置されて

います。基礎形式は、武蔵野礫層を支持層とする杭

基礎です。

3次元免震装置は建物外周面に8基（図3）配置さ

れており、減衰用のオイルダンパーも各方向に配さ

れています。また、後述するロッキング抑止用とし

て四隅の免震装置にオイルダンパーを設け、対角線

上にクロス配管を行っています。理論上は14階程

度の建物に使用しても十分な性能を有する装置仕様

にしているとのことでした。

地上部分の構造形式はRC造であり、上部構造の

固有周期がX方向、Y方向で各々0.196s、0.248sで

あるのに対し、免震時は両方向ともに2.9s程度の固

有周期を実現しています。

4 三次元免震
免震材料には、水平方向に対しては天然ゴム系積

層ゴム支承と水平方向用オイルダンパー、上下方向

17
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図1 建物断面および住戸計画（2階）

図2 各階住戸配置

図3 免震装置配置図

図4 軸組図（南北方向）
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に対しては空気ばねとせん断力伝達装置（スライダ

ー）およびロッキング抑制付オイルダンパーシステ

ムが採用されています。クリアランスは水平方向に

60cm、鉛直方向10cmとしています。

免震としては天然ゴム系積層ゴム支承の下に鉄骨

架台を組み、鉄骨架台から上部を空気ばねで支える

構造です。また、空気ばねがせん断力を負担できな

いため、上下方向に摺動しながら建物のせん断力を

基礎へ伝えるスライダーが配されています。

3次元免震での留意点として、免震装置位置の各

支点が上下に自由に動くため、免震装置も建物を支

えながら、地震時には上下方向へ運動することにな

ります。各柱下で上下運動が自由に行えることで、

地震時に建物のロッキング運動が生じます。そこで、

オイルダンパーを建物の対角線上にたすき掛けにし

て繋ぎ、ダンパー間をオイルが行き来できるように

することで、上下動は抵抗なく動きますが、ロッキ

ング動は抑制されます。なお、本装置は、東京大学

名誉教授藤田隆史先生のもと、構造計画研究所・清

水建設・カヤバシステムマシナリーの3社による共

同開発ということです。

※会誌65号免震建物紹介「阿佐ヶ谷プロジェクト」

5 見学状況
1階ギャラリーでの説明に引き続き、免震部に先

行して外構部分を見学しました。3次元免震では水

平方向に加えて、上下動に対する鉛直方向のクリア

ランスおよび追随性の確保も重要な課題となるた

め、Exp.J部では3次元での追随性に考慮したディテ

ールが工夫されていました。

基礎免震部では、カラフルに着色された3次元免

震装置が外周面に配置されており、中央部にはロッ

キング抑止用オイルダンパーの配管がクロスに配置

されています。また、昨年の東日本大震災時におけ

る装置稼働状況が映像記録として残していなかった

ため、震災後各要所にビデオカメラを設置されたと

のことです。

2階から上はメゾネット形式の住宅となっており、

外周面に開口が大きく確保されており、開放的な印

象を受けました。

また、外部階段のExp.Jにおいては3次元免震へ

の対応として、2階床面で水平方向および鉛直方向

へ追随するための工夫が施されていました。

18 MENSHIN NO.78 2012.11

免 震 建 築 訪 問 記 ― 81

図5 3元免震装置概要

図6 ロッキング抑制付オイルダンパーシステム概要※

写真4 外構周り（左：南面、右：西面）

写真5 免震部（南側より北面を臨む）
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免震建築訪問記－ 81

6 おわりに
「知粋館」の名称由来として、創造の元となる

「知」と会社創設時から引き継がれてきた職人とし

ての「粋」を表現しているとのことですが、設計者

として建物の安全性に対する思いと、それに向けて

の新技術導入への熱意を感じた見学会でした。

また、大臣認定取得時に「免震」ではなく「隔震」

と表現するよう指導を受けたと伺いましたが、それ

が今回の3次元免震の先進性を示しているようにも

感じました。

最後になりましたが、㈱構造計画研究所のb橋

治様、石橋敬久様と清水建設㈱の黒澤到様には建物

を紹介頂き、感謝申し上げます。

19
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写真6 3次元免震装置設置状況

写真8 2階居室（東側住戸）

写真9 外部階段Exp.J（2階床面）

写真10 2階住戸部への階段入口

写真11 集合写真

写真7 2階コモンガーデン
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免震層内には既に数多くのけがき計が設置されており、東日本大震災後に応答制御建築物調査委員会が

実施したアンケートによると、回答者中の設置率は5割を超えている。特に今回の震災では、数十 cmの最

大片振幅と共に、継続時間の長さや度重なる余震による繰返し変形が、貴重な情報としてけがき計に刻み

込まれた。けがき計により、残留変形の有無も直ちに確認可能であった。エキスパンションの引きずり跡

といった曖昧な情報ではなく、けがき計による直接的な変位情報が、建物所有者にも一定の安心感を与え

たことが想像される。更に鋼材ダンパーの累積損傷度の予測にけがき計の記録が非常に有用であることな

ど、けがき計設置の有効性が改めて確認された。

一方で、「けがき記録がうまく取れなかった」「けがき板の交換品が用意されていなかったため、交換が

容易に進まなかった」なども報告された。応答制御建築物調査委員会　免震構造設計部会内にけがき計WG

を設置し、けがき計の製造実績を有する会員企業にも参加を求め、けがき計の製品紹介と発注時の特記仕

様例を提示することとした。

会員の皆様への一助となれば幸いです。

けがき計に関する発注特記仕様例

（○・印のついたものを適用し、○・印がない場合は※印を適用する。）

a. けがき計の設置有無

※有（免震層内　　箇所）、設置場所は監理者との協議による。

・無

b. けがき計の仕様

けがき板の寸法　　　　　mm角

けがき板の材質　・ステンレス製

・アクリル製

・感圧紙（・フィルム＋カーボン紙　・ラミネート加工　・　　）

けがき板への同心円表示　※行う　・行わない

けがき板交換予備数　※3枚　・

架台・ブラケットの材質　※ステンレス製または同等品

・スチール製（防錆処理） ・

けがき針ブラケット取付け位置　・梁側面　・スラブ下　・

けがき記録装置の表示板　※有　・無

けがき針はスプリング等により適切な圧力調整が行われ、けがき損ねがない仕様とする

けがき計の紹介

応答制御建築物調査委員会免震構造設計部会けがき計WG
主査 山本　裕

委員会報告
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委員会報告

（株）免震テクノサービス
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委員会報告

（株）免震テクノサービス
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委員会報告

（株）免震テクノサービス
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委員会報告

日本工業検査（株）
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委員会報告

日本工業検査（株）
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講習会報告

1 はじめに
7月2日、3日の2日間にわたって、（社）日本免震

構造協会　応答制御部会により「第四回パッシブ制

振構造の設計・計算講習会」が、キャンパス・イノ

ベーションセンター東京　1階　国際会議室（東京

都港区芝浦）で開催されました。出席者は、前回

（第三回52名）よりも多く62名でした。その内容を

ご報告致します。

2 講習内容
本講習会は、2010年11月に開催された第三回講習

会（本会誌71号参照）と同様に、2007年7月発行「パ

ッシブ制振構造設計・施工マニュアル（第二版第二

刷）」（以降、本マニュアル）をもとに、受講者がパ

ッシブ制振構造の設計法を手計算により体験し、習

得することが目的とされています。

主となる設計・計算講習会は講義と演習に分かれ

ており、講義では鋼材・摩擦・粘弾性・オイル・粘

性ダンパーの基本原理やモデル化等の解説をして頂

き、演習では5層の鉄骨造建物を対象とし、各種ダ

ンパーの性能曲線を用いて、手計算で各層に分配す

る手法を学びました。（性能曲線：設計クライテリ

ア（層間変形角）を満たすために必要なダンパー量

の決定に用いられる曲線）また講習会の後半には、

演習で算出したダンパー数により制振構造とした多

質点系モデルによる地震応答解析結果が、設計クラ

イテリアを満足していることを確認させて頂きまし

た。

「第四回パッシブ制振構造の設計・計算講習会」
受講報告

西松建設
山崎　康雄

表1 講習会プログラム
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講習会報告

講習会ではさらにE-defenseによる実大実験に関す

る講義もあり、その内容は本講習会でも用いた性能

曲線によりダンパー数を決定した鉄骨造制振構造物

に地震波を作用させた実験に関する講義でした。実

験結果が設計クライテリアを満足しており、性能曲

線の有用性についても示して頂きました。また、実

験で得られたデータを用いた詳細な検証結果等も紹

介して頂きました。今後も実験データの検証が行わ

れるとの事なので、今後発表される論文等でも勉強

させて頂きたいと思います。さらに、東北地方太平

洋沖地震の免震・制振建物の観測データに関する講

義では、観測データ等を用いた検証から得られた知

見についても詳しく説明して頂きました。

設計・計算講習会に留まらず、2日間で多くの制

振構造設計に関する知識を学べる充実したカリキュ

ラムでした。

今回もマニュアル作成に携わった多くの技術者が

講師となり、講義・演習での手助けをして頂きまし

た。東京工業大学　笠井教授には全ての講義・演習

において補足説明や質疑応答に対応して頂きました。

特に、計算に用いる各諸係数・数式について詳しく

説明して頂ける点は、この講習会ならではのことだ

と思い、必死に配布資料等にメモを残しました。

3 感　想
私は現在、粘弾性ダンパーの開発・設計に携わっ

ています。一般的に制振構造設計で各層のダンパー

数を決定する場合は、感に頼る試行錯誤での設計と

なるため多くの時間と労力を費やします。しかし性

能曲線を用いた本設計手法では、論理的に目安とな

る値を求められるため、短時間で合理的な設計が可

能となります。そのため、本マニュアルを手元に置

き日々勉強しています。しかし、よく参照するペー

ジは粘弾性ダンパーについて掲載のあるページだけ

で、他のダンパーに関するページはほとんど開いた

ことが有りませんでした。そのため今回の講習会は、

粘弾性ダンパー以外のダンパーについても知識を得

るチャンスだと思い参加させて頂きました。

上述のように粘弾性ダンパーについては本マニュ

アルの設計例や笠井教授の論文を参照しながらダン

パー数を設計・検討したことがあり、本設計理論に

ついて少しは理解していたと思います。そのため、

検討したことのある粘弾性ダンパーの設計法を応用

するだけで、各種ダンパーについても設計できる本

理論の汎用性の高さに改めて驚かされました。また、

各種ダンパーの特性を比較しながら学ぶことができ、

制振構造設計に関する視野が大きく広がったと思い

ます。

さらに、演習で解からない場合は講師にその都度

質問でき、受講生の演習の進捗状況により講義が進

む「寺子屋形式の講習会」で、笠井教授をはじめ講

師の方々からは今後制振構造設計をする上で役立つ

貴重な話をして頂き、勉強になりました。

手を動かしての計算と明確な理論により、絶えず

脳を刺激する講習会でした。

写真1 講演風景 写真2 講演風景（補足説明）
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講習会報告

1．はじめに
8月31日（金）、東京都新宿区の工学院大学新宿キャンパスURBAN TECH HALLにおいて「第15回免震フォー

ラム」が開催された。今後起こり得る巨大地震の震源域の見直しが行われる中、巨大地震に対して免震・制振建

築はどのように設計されるべきか、デバイスはどうあるべきか、フェイルセーフ機構のあり方など、東日本大震

災の経験も踏まえて、今後のあるべき姿を議論する場として企画され、参加者は250名で会場は満席となった。

2．プログラム
開会挨拶 日本免震構造協会会長 西川孝夫

基調講演

・首都直下地震の姿に迫る 東京大学地震研究所 平田　直

・東日本大震災から学ぶ免震構造のあり方 北海道大学大学院 菊地　優　

東日本大震災で実証された既存超高層ビルの長周期・長時間地震動対策構法

大成建設 細澤　治

巨大地震発生に対する免震・制振デバイスに求められる性能

織本構造設計 中澤昭伸

意匠設計からみた免震エキスパンションについて 芦原太郎建築事務所 小林　仁

2011年東北地方太平洋沖地震における免震建物居住者へのアンケート調査

NTTファシリティーズ 豊田耕造

質疑・討論（パネルディスカッション） 司会　清水建設 前林和彦

三菱地所設計 木村正人

第15回　免震フォーラム
巨大地震に対して

免震・制振建築はどうあるべきか

免制震ディバイス　
齊木　健司

昭和電線デバイステクノロジー
福田　滋夫
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写真1 会場風景 写真2 パネルディスカッション
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講習会報告

3．報告概要
1）「首都直下地震の姿に迫る」

・新しい首都圏下の詳細なプレート構造では、震源断層モデルが10km浅くなり地震被害が従来の想定より

大きくなる可能性がある。

・東北地方太平洋沖地震の影響で南関東の地震発生確率が高まっている。

・8月29日に中央防災会議より発表された南海トラフで発生する巨大地震の被害想定に関する検証の紹介、

早期避難と耐震化率の向上によって被害が下がることが示された。

2）「東日本大震災から学ぶ免震構造のあり方」

・免震構造の現状認識として長周期地震動が免震構造に与えた課題の提示。

・東日本大震災における防災拠点を対象とした調査結果に基づいて、免震構造が効果を発揮したことが地

震時の建物内状況のVTRなどを交えて報告された。

・免震構造の極限事象の想定と、限界状態の把握が重要である。

・最悪のシナリオに対する免震構造のあり方として、フェイルセーフの活用、並列システムの構築が重要

となることが、擁壁への衝突実験結果の紹介とあわせて報告された。

3）「東日本大震災で実証された既存超高層ビルの長周期・長時間地震動対策構法」

・新宿センタービルの長周期・長時間地震動対策の制振効果と代々木ゼミナール本部校の免震効果の紹介

が行われた。

・「安全」と「安心」の評価尺度が違うのでは無いかという問題提起が行われた。

4）「巨大地震発生に対する免震・制振デバイスに求められる性能」

・地震動特性の分類と免震・制振装置に対する性能の総括が行われた。

・設計者からの要求性能の提起と性能ランク付けの提案が行われた。

5）「意匠設計からみた免震エキスパンションについて」

・設計事例から免震に対する取り組みを紹介され、敷地境界が近接する場合や勾配のある敷地での対応な

ど特徴のある免震の納まりについて発表された。

6）「2011年東北地方太平洋沖地震における免震建物居住者へのアンケート調査」

・JSSI会員会社が設計した免震建物について、体感・心理・内部収容物・BCP（生活・事業継続）の観点

からアンケート調査を実施した。

・個別分析に加え、レーダーチャートにより全体傾向を分析、地表面震度の影響が大きいことが示された。

・96％の結果が「免震で良かった」と回答された。

4．総合討論・意見交換会
総合討論では、各演題について踏み込んだ討論が行われ、意見交換会の場でも改めて活発な議論が交換さ

れた。
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免震部建築施工管理技術者講習・試験は、今年で13回目となりました。

本年度は、9月30日（日）にベルサール渋谷ファースト（東京）にて行われました。受験申込者は515名で、当日

の受験者は501名でした。

当日のプログラムは、4つの講習終了後に試験（70分）を実施しました。

午前中の講習は、「免震部建築施工管理技術者制度と運用について」を西川会長より、つづいて「免震構造の

一般知識」を谷沢委員、午後の講習は「免震部材の基礎知識」を海老原委員、つづいて、「免震部施工の要点」

を舘野委員長と中村委員が講師を担当しました。

今年は、台風17号の影響で交通機関の停止が心配されましたので、急遽、昼休み休憩を短くするなどスケジ

ュールを調整し、終了時間を早くしました。

一昨年（570名）・昨年（554名）に引き続き受験者が多くありましたが、審査部会からの応援もあり、滞りなく

終了いたしました。その後、資格制度委員会で採点・合否審査を行い、合格者は、447名と決定いたしました。

合否通知は10月23日に送付しました。

また、合格者はホームページに受験番号で掲載されています。合格者には併せて登録申請の受付を行い、

来年の1月下旬には、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行の予定です。

平成24年度免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施
および合格者（ホームページ掲載）発表

報告

「施工管理技術者制度と運用」西川会長 「免震構造の一般知識」谷沢委員

講習会受講者の様子

資格制度委員会委員長
長橋　純男
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31性能評価（評定）業務

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、性
能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了し、申請

者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）業務
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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57委員会の動き

委 員 会 の 動 き

（2012.7.1～2012.9.30）

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は7/17に開催され

た。新年度を迎え、新たな委員

会がスタートした。新年度の事

業計画の確認をし、運営委員会

として本年度は会員種別の見直

し、会員サービスなどについて

ワーキンググループでの作業と

連動しながら検討をすすめるこ

ととした。

技術委員会
委員長　北村　春幸

超高層免震建物の設計におけ

る課題であった、強風に対する

免震層の設計方法を示した「免震

建築物の耐風設計指針」が構造耐

風設計部会から刊行され、9月21

日に工学院大学で講習会が行わ

れた。また、東日本大震災の被

災調査を行った応答制御建築物

調査委員会の成果が「免震建物の

維持管理基準」に盛り込まれ、維

持管理委員会から刊行される予

定である。この刊行物をはじめ

として、東日本大震災の調査と

その教訓を、会員に公開すべく

作業を進めている。

免震設計部会
委員長　藤森　智

●設計小委員会

委員長　藤森　智

「免震装置の接合部・取り付け

躯体の設計指針」の改訂版の執筆

を進めると共に、高強度ボルト

接合委員会に対して取付け部に

用いるボルト強度の提案をした。

また今後の津波避難ビルの免震

化検討に当り、津波外力や検討

方針について議論を行った。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

2012年7月26日に第73回、10

月3日に第74回の入力地震動小

委員会を開催し、「免震建築物の

ための設計用入力地震動作成ガ

イドライン」の目次・原稿の進捗

状況を確認した。次回には最終

原稿をまとめ、内部査読を開始

する予定である。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

本協会会員専用のホームペー

ジから「チェビシェフフィルター」

と「告示設計による免震特性レー

ダーチャートVer2」のダウンロー

ドを再開した。また、販売又は

公開されている地震動作成ソフ

トの調査を行なった。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

「免震建築物の耐風設計指針」

をクロス査読・刊行し、あわせて、

9月 21日に工学院大学URBAN

TECHNICAL HALL（東京新宿）に

おいて講習会を開催した。因み

に、大阪においても、10月19日

に講習会開催を予定している。

施工部会
委員長　原田　直哉

来年度、JSSI施工標準2013の

改訂に向けて作業を進めている。

各章の本文見直しの原稿が持ち

寄られ、掲載の詳細について検

討中である。今後、付録とする

予定の施工計画書（構成）やQC工

程表等の内容について詰めてい

く予定。

免震部材部会
委員長 C山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　b山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

積層ゴムやすべり・転がり支承の

規格作成を念頭に、議論をすす

めている。積層ゴムにはISOと

JISができたものの、実際の運用

はできない状態にある。免震部

材は材料認定が行われているも

のの、試験法などには課題を残

している。これらの状況を踏ま

え、アイソレータの試験法、品

質評価法などを検討していく予

定である。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

東北地方太平洋沖地震におけ

る応答制御建築物調査委員会

免震構造設計部会ダンパーWGの

課題であるダンパーの変状・維持

管理等について、対策案を含め

継続して検討中である。また、

防耐火部会（オイルダンパー耐火

性能WG）で検討しているオイル

ダンパーの耐火性能評価のため

の耐圧試験のまとめとシミュレ

ーション解析についても並行し

て協力している。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の技術開発および制

振効果に関する検討を行うため

の活動を7/27（11名）、9/21（10名）

に行った。活動としては、JSSI

ハンドブックの原稿検討等を行

うとともに、「地下埋め込みを有

する高層建築の応答性状」（担当：
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木林）に関する議論を行った。ま

た、「パッシブ制振構造の設計・

計算講習会」第4回は7月2,3日に

開催し62名の参加者を得た（幹

事：龍神委員）。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

協会が提示したすべり支承の

耐火性についての性能担保温度

は試験機関にて了承された。現

在、認定試験に用いる試験体の

仕様を検討中。オイルダンパー

の耐火性については、実施した

過圧力実験の結果の検討を継続。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

昨年末からテーマの検討を始

めていた免震フォーラムには多

数の方が参加された。各講師の

充実した講演、熱の入ったPDと

意見交換会など関係者の皆様の

ご協力によって予定通り進行し、

盛会であった。その他の活動の

詳細については各部会の報告に

よる。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

第15回免震フォーラム「巨大地

震に対して免震・制振建築はどう

あるべきか」を8月31日工学院大

学新宿キャンパスに於いて開催

した。基調講演を東京大学 平田

教授、北海道大学 菊地教授にお

願いし、各分野の専門家4名から

巨大地震に対する免震・制振建築

の設計の考え方、デバイスに求

められる性能などについて発表

していただいた。

東日本大震災から 1年半が経

ち、国からは新たに巨大地震の

震源域の見直し結果が公表され

ており、関心の高いテーマであ

ったため250名の参加者があっ

た。PDでは会場と講演者の間で

活発な討議が行われた。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は7月 25

日（水）に開催した。8月24日（金）

発行予定の会誌77号の進行状況

の確認、次の78号の内容及び執

筆依頼について検討した。

東京駅、東京中央郵便局など

保存・復元の建物が相次いで竣工

し、今後会誌に掲載していく予

定である。

また、書籍「考え方、進め方免

震建築」の内容を見直すとともに

最新の知見および技術を盛り込

んだ新書籍作成作業を開始した。

編集幹事を中心に進めており、

出版部会の各委員も適宜参加して

もらう予定となっている。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

9月3日に第30回委員会を開催

した。

免震と非免震集合住宅の地震

被害想定比較表について、図等

を引用した機関への了解を得て

ホームページの「免震入門部分」

に掲載する。

免震建物居住者へのアンケー

ト結果のうち被災体験について、

引続き分析を行った。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

来年9月24日～27日に仙台で

開催予定の第13回世界免制震会

議および協会20周年記念シンポ

ジウムの準備を進めている。す

でにホームページを作成し、最

初の開催アナウンスを国内外に

メイルで送信した。

最近の海外での免震構造の普

及は目覚ましく、2008年四川大

地震（中国）、2009年ラクイア地

震（イタリア）、2010年マウレ地

震（チリ）など、被害地震のあっ

た国ではいずれも免震建物の数

が急増している。一方で、免制

震構造の設計方法や装置の性能

認定方法などを国際的に統一し

ようという動きがあり、来年の

会議開催などを通じて日本がリ

ーダーシップを取ることが求め

られている。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会（運営幹事会及

び6部会で構成）は、当協会が認

定する「免震部建築施工管理技術

者」および「免震建物点検技術者」

の資格に関わる講習・試験及び更

新講習会の実施とその合否判定

の事業を担当している。そこで、

当該期間末日の9月 30日（日）、

第13回免震部建築施工管理技術

者講習・試験が東京・ベルサール

渋谷ファーストを会場として開

催された。一昨年（570名）・昨年

（554名）に引き続き、今年も515

名と大勢の受験申込者に恵まれ、

当日は生憎の台風17号来襲が危

惧される条件下ではあったが、

501名が受験して講習・試験が滞

りなく実施された。試験結果に

ついては10月22日に受験者に通

知される予定である（詳細は本誌

別掲『報告』欄）。

なお、今年度に予定されてい

る講習・試験ならびに更新講習会

は下記の通りである。

11月4日（日） 第8回免震部建

築施工管理技術者/更新講習会

（会場：東京・砂防会館）

11月25日（日） 第6回免震建

物点検技術者/更新講習会（会場：
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装置の開発ロードマップの策定

およびB・Cクラス建屋の設計簡

易指針とガイドラインの作成、

をそれぞれの活動目標に据えて

いる。2012年7月から9月の間に、

本委員会および各WGともに1回

ずつ開催した。

施工維持WGでは、免震装置の

経年変化データを収集し、経年

変化の確認手法について討議し

た。また免震装置の取り替え、

免震建物のモニタリング等につ

いても議論した。要求性能WGで

は、原子力発電施設への免震構

造適用に関する既往の研究を俯

瞰して、今後検討すべき課題を

整理した。また多数の免震部材

（支承材およびダンパー材）の力

学特性を調査した。設計指針WG

では、中間貯蔵建屋や廃棄物庫

を試設計の対象とすることにし、

原子力発電施設の免震設計にお

ける安全性の目安や留意点につ

いての整理を始めた。

東京・JA共済ビル）

1月26日（土） 第11回免震建

物点検技術者講習・試験（会場：東

京・JA共済ビル）

維持管理委員会
委員長　沢田　研自

東日本大震災において、免震

建物は概ねその機能を発揮しま

したが、履歴系ダンパーやエキ

スパンションジョイントにおい

て一部不具合が見られた。

未だ全てについて検討は終わ

っていないが、大震災から1年半

を経ており、少なくとも現在ま

での知見を盛り込んだ維持管理

基準が必要との判断から、「免震

建物の維持管理基準-2012-」とし

て10月末に出版する運びとなった。

今後新しい知見が得られれば、

都度改訂することとしている。

なお、現在の維持管理基準は、

点検を追加する方向で改訂を重

ねているため、点検の負荷が重

くなる傾向にある。これは健全

な免震建物の普及を図る目的に

対して維持管理基準が阻害要因

ともなりかねない。したがって

今後の予定として、従来から問

題が生じていない項目を省くな

ど、簡略かつポイントを押さえ

た基準とすべく検討を行うこと

としている。

原子力関係施設免震構造委員会
委員長　北山　和宏

本委員会は、免震構造を原子

力関係施設の実機に迅速に適用

することを促進するために2011

年に発足した。本委員会では施

工維持WG、要求性能WGおよび

設計指針WGの三つのワーキン

グ・グループを設置して、最終的

には免震建屋の施工・維持管理ガ

イドラインの作成、高性能免震
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7月2日 国際委員会 事務局 7
7月2日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/LRB小振幅多数回繰返しWG 建築家会館3F小会議室 11
7月3日 普及委員会/教育普及部会 事務局 7
7月4日 応答制御建築物調査委員会/幹事会 〃 9
7月4日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 5
7月5日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/免震エキスパンションWG 事務局 8
7月6日 技術委員会/耐風設計部会 〃 4
7月9日 高強度ボルト接合委員会 〃 9
7月9日 普及委員会/運営幹事会 建築家会館3F小会議室 6
7月10日 維持管理委員会 建築家会館3F大会議室 13
7月13日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 事務局 12
7月13日 近未来問題検討委員会 〃 6
7月17日 運営委員会 〃 11
7月17日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会/設計WG（告示） 〃 4
7月18日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 10
7月24日 技術委員会/防耐火部会 〃 18

7月25日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ 

 免震エキスパンションガイドライン作成委員会/本委員会 
建築家会館3F大会議室 17

7月25日 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」77号編集WG 事務局 4
7月25日 普及委員会/出版部会 〃 12
7月25日 技術委員会/耐風設計部会 建築家会館3F小会議室 5
7月25日 「考え方・進め方免震建築」編集委員会／幹事会 事務局 8
7月26日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 7
7月26日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 16
7月27日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/LRB小振幅多数回繰返しWG 日本建築センター 会議室 9
7月27日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局 11
8月1日 普及委員会/教育普及部会 〃 7
8月2日 国際委員会 〃 8
8月2日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 12
8月3日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 事務局 10
8月3日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/けがき計WG 〃 7
8月3日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 10
8月6日 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 〃 9

8月6日
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 
〃
 

12

8月8日 高強度ボルト接合委員会 〃 9
8月8日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 8
8月9日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 12
8月20日 普及委員会/教育普及部会/第15回免震フォーラム打合せ 〃 6
8月21日 技術委員会/防耐火部会 〃 12
8月21日 技術委員会/基準法改正WG 建築家会館3F小会議室 5
8月21日 技術委員会/施工部会 事務局 10

8月27日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ 

 免震エキスパンションガイドライン作成委員会/本委員会 
建築家会館3F大会議室 15

8月27日 「考え方・進め方免震建築」編集委員会/幹事会 事務局 10
8月28日 運営委員会/会務WG 建築家会館3F小会議室 4
8月28日 原子力関係施設免震構造委員会/要求性能WG 事務局 11
8月28日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 6
8月29日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 12
8月29日 原子力関係施設免震構造委員会/各WG幹事会 建築家会館3F小会議室 3
8月29日 原子力関係施設免震構造委員会/設計指針WG スタジアムプレイス青山　会議室 11
8月29日 原子力関係施設免震構造委員会/施工維持WG 〃 13
8月29日 維持管理委員会 〃 14
8月29日 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 事務局 6
8月30日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 9
8月30日 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 建築家会館3F小会議室 8
8月30日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館1F大ホール 10
9月3日 普及委員会/社会環境部会 事務局 6
9月4日 原子力関係施設免震構造委員会 建築家会館1F大ホール 29

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2012.7.1～2012.9.30）
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9月5日 技術委員会/耐風設計部会 事務局 7
9月6日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 〃 12
9月7日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/けがき計WG 〃 7

9月10日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/

 免震エキスパンションガイドライン作成委員会/SWG 
〃 7

9月12日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/

 免震エキスパンションガイドライン作成委員会/SWG 
〃 3

9月19日 国際委員会 〃 7
9月20日 技術委員会/基準法改正WG 建築家会館3F小会議室 5
9月21日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局 10
9月24日 「考え方・進め方免震建築」編集委員会／幹事会 〃 8

9月25日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/

 免震エキスパンション ガイドライン作成委員会/本委員会 
〃 15

9月26日 高強度ボルト接合委員会/設計WG 建築家会館3F大会議室 5
9月26日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 事務局 14
9月27日 技術委員会/防耐火部会 〃 16

日付 委員会名 開催場所 人数
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2012年9月28日現在） 

第1種正会員 92社

 第2種正会員 214名

 賛助会員 83社

　　　　　　　　 特別会員 7団体

第1種正会員 （株）i2S2（アイツーエスツー） 設計事務所/構造
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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会員動向

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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12/17 通信理事会

年末年始の休暇　　12/28～1/4

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

2 

9 

16 

23

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

2月
2/1 平成25年度年会費請求書送付

2/18 通信理事会

2/25 会誌「MENSHIN」NO.79発行

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

12月

日 月 火 水 木 金 土

6 

13 

20 

27

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

7 

14 

21 

28

1月
1/7 仕事始め

1/16 新年賀詞交歓会（東京：明治記念館）

1/16 通信理事会

1/26 平成24年度免震建物点検者講習・試験（東京：JA共済

ビル）

は、行事予定日など行事予定表（2012年12月～2013年2月）
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第13回世界免制震会議および協会20周年記念シンポジウムの
開催のご案内と梗概投稿の募集

13WCSI&JSSI20 運営委員会

ASSiSi（Anti-Seismic Systems International Society、国際免制震協会）および日本免震構造協会の主催によ

り、第13回世界免制震会議および日本免震構造協会20周年記念シンポジウム（13WCSI&JSSI20）を2013年9

月24日～27日に東北大学川内北キャンパスにおいて開催します。

世界免制震会議は、ASSiSiの主催により2年に1度開催されており、前回（2011年9月）はロシアのソチ市

において開催されました。次回の開催地として、東日本大震災を経験した日本の仙台市での開催を強く希望

し、ASSiSiの理事会において承認されました。また、日本免震構造協会の創立20周年に当たることから、記

念シンポジウムを同時開催することになりました。

2008年四川大地震（中国）、2009年ラクイア地震（イタリア）、2010年マウレ地震（チリ）、2011年東日本

大震災（日本）など、近年に被害地震を受けた国々では免震・制振構造の普及が急速に進んでいます。本会

議では、世界各国の免制震技術の現状に関する特別講演の他、いくつかの研究テーマに関する講演発表を予

定しています。下記の要領で発表梗概の募集を行いますので、奮って投稿頂きますようお願いいたします。

■日時 2013年9月24日（火）～27日（金）

■場所 東北大学川内北キャンパス

〒980-8576 仙台市青葉区川内41

■プログラム

9/24 開会式、キーノート・スピーチ

9/25 技術セッション、懇親会

9/26 技術セッション、閉会式、スタディツアー

9/27 被災地訪問オプショナル・ツアー

■Webサイト（申し込みはこちらから）

http://13wcsi-jssi20.com/

■参加登録費 一般：15,000円（論文登録一編を含め25,000円）

学生：7,000円 （論文登録一編を含め17,000円）

同伴者（家族ほか）：7,000円

（梗概集冊子、論文集CD-ROM、昼食代、懇親会費用含む）

■論文登録費 一編につき：10,000円（2編以上の場合には、それぞれにつき10,000円）

（発表者も参加登録をお願いいたします。）

■問い合わせ先 日本免震構造協会　13WCSI&JSSI20 事務局：13wcsi@jssi.or.jp

第13 回世界免制震会議および日本免震構造協会20 周年記念シンポジウム（13WCSI & JSSI20）

13th World Conference on Seismic Isolation, Energy Dissipation and Active Vibration Control of Structures &
JSSI 20th Anniversary International Symposium

主催：ASSiSi（Anti-Seismic Systems International Society）、日本免震構造協会
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下記の研究テーマの発表梗概を募集します。梗概は会議ホームページから申し込み方法に従い期日（2013

年1月10日）までに提出してください。梗概が採用された場合のみ、論文提出が可能になります。

◆発表梗概テーマ◆

1）建物、橋梁その他の構造物に対する地震応答制御技術の適用に関する実験および解析的研究

2）建物、橋梁その他の構造物の地震応答制御技術の設計と応用

3）地震応答制御技術を適用した建物、橋梁その他の構造物の観測およびモニタリング

4）革新的、高い信頼性、低コストの地震応答制御装置の研究開発

5）巨大地震、長周期地震動、上下振動など想定外の外力に対する地震応答制御技術

6）構造エンジニア、学生、非技術者に対する地震応答制御技術の教育と推進

7）地震応答制御技術に関する設計や技術の国際比較

8）持続可能な社会に向けた地震応答制御技術の社会的、経済的側面からの効用

9）地震応答制御技術の研究開発に関する国際協力

◆主要スケジュール◆

梗概提出締切　　　　2013年1月10日（木）

梗概採用通知　　　　2013年3月中

論文提出締切　　　　2013年5月31日（金）

参加登録締切　　　　2013年8月15日（木）

◆申し込み方法◆

会議ホームページ（http://13wcsi-jssi20.com/）において、登録ボタン（Register NOW！）をクリックし、

AMARYS（オンライン受付システム）から申し込んでください。会議に関わる各種の申し込み（参加登録、

梗概・論文提出、ホテル予約、クレジットカードによる支払いなど）を行うことができます。

◆問い合わせ先◆

日本免震構造協会　13WCSI&JSSI20 事務局：13wcsi@jssi. or.jp
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

販 　 売  ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

読売ジャイアンツは3年ぶりに日本一となりました。

シーズン前半は低迷しておりましたが、充実した投打

の戦力が原監督の名（迷）采配によりかみ合って「底

力」が発揮されて日本一となったと思います。今日本

の経済は電気関係を始め停滞気味ですが、政治が混迷

して何も決まらない采配が日本の「底力」を充分に発

揮できていないのかなと好きな野球と比較して感じて

いました。

今回の免震建築紹介では、明治時代から設計され大

正3年に建設されたレンガ造の駅舎を免震化して保

存・復元した東京駅と戦後大阪で長らく親しまれたフ

ェスティバルホールを複合施設として巨大トラスと中

間階免震で改築した中之島フェスティバルタワーは、

厳しい条件を克服して東西で日本の免震技術の「底力」

を発揮した建物と思われます。今後も皆に親しまれ、

愛される建物になることを願います。

世界で初めて3次元免震装置を実装した建物である

「知粋館」に訪問取材した今回の編集WGは、岩下、榎

本、齊木、中村、福田、吉井さんの6名の方々でした。

御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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